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ふるさと納税ポータルサイト「さとふる」（https://www.satofull.jp/）を運営する株式会社さとふる（本社：東京都

中央区、代表取締役社長 兼 CEO：藤井 宏明）は、全国で相次ぐクマの目撃・被害報道を受け、自治体と連携

して開設したクマ被害対策支援特集ページの取り組みと、寄付の広がりについて紹介します。 

◆TOPIC 1 春到来とともに、全国で懸念が高まるクマ被害と広がる対策支援の動き 

全国から約 1,000万円の寄付が集まる 

◆TOPIC 2 【自治体アンケート調査】8割以上の自治体でクマ被害が増加  

担い手不足が深刻化、寄付による対策強化が進む 

 
 
 
 

一般的にクマの冬眠期は 11 月頃から翌年 5 月頃とされています
※1。しかし、2026 年は 2 月にも各地でクマの目撃情報が複数報道
されており、本格的な活動期を前に、出没や被害の拡大が懸念され
ています。 
 

報道などによると近年クマの出没や被害が増加傾向にあると指摘され

ています※2。 

クマの生息域の拡大や人里への出没増加は、農作物被害や人的被

害への不安を高める要因となっており、自治体では捕獲体制の強化

や防除対策など、地域単位での取り組みが進められています。 

 
こうした状況を受け、「さとふる」では、全国的に深刻化するクマ被害対
策に取り組む自治体を支援する特集ページ「広がるクマ被害から地域
を守る～ふるさと納税でクマ対策を支援～」を、2025 年 11 月 21
日に開設しました。 

 
特集ページを通じて、2026 年 3 月 31 日時点で約 1,000 万円の寄付が寄せられています。掲載自治体数は開設
当初の 5 自治体から、3 倍以上となる 18 自治体へと拡大しました。直近では、2026 年 3 月 10 日に秋田県由利
本荘市が新たに寄付の受け付けを開始しています。 
 
寄付者からは、「各地のクマのニュースに胸が痛む。お役立ていただけると嬉しい」「日本に住む身として、みんなで取り組
む問題だと思った。少しでも応援の気持ちを伝えたい」といった声が寄せられています。 
こうした声からは、クマ被害を“特定地域の問題”としてではなく、社会全体で向き合うべき課題と捉える意識の広がりがう
かがえます。 
 
今後、気温が高まることで、クマの出没はさらに活発化することが想定されます。ふるさと納税を通じた支援は、地域の安
全確保に向けた取り組みを後押しするとともに、寄付者と対策に取り組む自治体をつなぐ選択肢の一つとなっています。 
※1 出典：「クマの生態」（環境省）（https://www.env.go.jp/nature/choju/effort/effort12/kuma-habitat.pdf） 

※2 出典：時事通信社配信記事（2026 年 1 月 7 日付）などの報道に基づく 

 

春到来とともに、全国で懸念が高まるクマ被害と広がる対策支援の動き 
全国から約 1,000万円の寄付が集まる 

TOPIC1 

【ふるさと納税トレンド】 
本格活動期前でも目撃相次ぐクマ  

ふるさと納税で広がる自治体支援の動き 
〜寄付総額約 1,000万円、掲載自治体は 18自治体へ拡大〜 

https://www.satofull.jp/
https://www.env.go.jp/nature/choju/effort/effort12/kuma-habitat.pdf


 

■「広がるクマ被害から地域を守る〜ふるさと納税でクマ対策を支援〜」掲載自治体 

都道府県名 自治体名 

青森県 青森市 

岩手県 宮古市、紫波町 

宮城県 白石市、富谷市 

秋田県 秋田市、大館市、由利本荘市 

山形県 米沢市、鶴岡市、酒田市、新庄市、尾花沢市、南陽市、最上町、飯豊町、庄内町 

新潟県 新発田市 
※ 2026 年 3 月 31 日時点 

全国各地でクマの出没や人身被害が相次ぎ、地域住民の安全確保が喫緊の課題となっています。被害の拡大に伴

い、自治体では捕獲体制の強化や注意喚起の徹底などさまざまな対策が講じられていますが、担い手不足や財源確

保など、課題が顕在化しています。 

今回、「さとふる」の「広がるクマ被害から地域を守る～ふるさと納税でクマ対策を支援～」特集に参加している自治体

を対象に、近年の被害状況や対策上の課題、寄付金の活用状況などについて調査を実施しました。 

 

1. 81％以上の自治体でクマ被害が「増加」。担い手不足・高齢化が最大の課題に（Q1～2） 

 近年のクマ被害・出没状況について、「増加している」と回答した自治体は 81.3％にのぼりました。 

「増減を繰り返している」が 12.5％、「減少傾向」は 6.3％にとどまり、多くの自治体で被害拡大への危

機感が高まっていることが分かります。 

 クマ対策における主な課題としては、「ハンターの高齢化」が 100％（16 自治体）と最も多く、次いで

「捕獲・駆除の担い手不足」（68.8％）、「対策費用の不足」（56.3％）が続きました。人材不足

と財源確保が、対策推進における課題となっている実態が浮き彫りとなりました。 

 

そのほか、「住民への注意喚起・啓発不足」（43.8％）や「専門知識・ノウハウ不足」（43.8％）と

いった声も挙がり、ハード面だけでなく、情報発信や体制整備を含めた総合的な対応が求められている

ことがうかがえます。 

 

2. 75％以上の自治体で寄付額が「想定を上回る」。約 94％が対策推進への貢献を実感（Q3～4） 

 寄付額については、75.1％の自治体が「想定を上回った」（「想定を大きく上回った」（43.8％）、「想定

をやや上回った」（31.3％））と回答しました。 

 「さとふる」の「広がるクマ被害から地域を守る～ふるさと納税でクマ対策を支援～」特集の対策貢献度に関

する質問には、93.8％の自治体が貢献を実感していると回答しました。 

 また、自治体からは「お礼品なしでも寄付が集まった」ことへの驚きや感謝の声も寄せられました。 

ある自治体は、「お礼品なしであったが、本町のクマとの共生という課題に関して共感していただける方が多く、

驚いた」とコメントしています。別の自治体からも、「お礼品なしにも関わらず、多くの寄付が寄せられたことで、

改めてお礼品ではなく施策や事業内容に対する想いの重要性を感じることができた」との声が寄せられました。 

 

さらに、「全国でクマ被害への関心が高い時期に本特集が企画されたことで、多くの方から寄付のご支援をい

ただくことができた」「想定よりも寄付が集まったのは特集のおかげ。地域課題の解決のために、寄付金を活

用させていただくのは、ふるさと納税の本旨に沿うものであり、今後も取り組んでいきたい」との意見もあり、さと

ふるの取り組みが、クマの出没や被害が全国で増加する中、「該当自治体を支援したい」という寄付者と、ク

マ対策のための財源支援を求める自治体をつなぐことに寄与したことがうかがえます。 

 

 

【自治体アンケート調査】8割以上の自治体でクマ被害が増加  
担い手不足が深刻化、寄付による対策強化が進む 

TOPIC2 



 

3. 寄付金は「捕獲用機材の購入」や「ハンター支援」など現場対策に活用（Q5～6） 

 寄付金の具体的な活用内容（予定含む）としては、「捕獲用機材の購入」（56.3％）が最も多く、次

いで「ハンター支援（報奨金・装備等）」（43.8％）、「注意喚起広報物の制作」（31.3％）、「電気

柵等の設置」（31.3％）などが挙げられました。 

そのほか、「パトロール体制強化」「研修・人材育成」「監視用機材の導入」など、被害の未然防止から発生

後の対応強化まで、幅広い取り組みに活用が予定されています。 

 
人材不足や高齢化といった構造的課題を背景に、寄付金は装備・体制強化のための重要な財源として活用されてい

ることが分かりました。 

 

 
 
 



 

 
■調査概要 
実施期間：2026 年 3 月 3 日～3 月 9 日 
手法：インターネット調査 
実施機関：株式会社さとふる 
対象：「さとふる」の「広がる熊被害から地域を守る」特集参加自治体（2026 年 2 月末時点）のうち 16 自治
体 
 
■「広がるクマ被害から地域を守る〜ふるさと納税でクマ対策を支援〜」特集とは 
https://www.satofull.jp/static/special/bear-measures.php 
 
本特集は、全国的に深刻化する“クマ被害対策”に取り組む自治体の支援を目的に、2025 年 11 月 21 日に開設し
ました。 
全国でクマの目撃や被害が相次いで報道されるなか、「ふるさと納税を通じて獣害対策に貢献したい」という思いから、株
式会社さとふるは各自治体へお礼品を伴わない寄付ページの立ち上げを提案し、開設に至るまで支援してきました。特
集ページでは、寄付ページを一つの場に集約することで、自治体の取り組みを多くの方々に届け、支援につながる機会を
広げることを目的としています。 
2026 年 3 月 31 日時点で約 1,000 万円の寄付が集まり、18 自治体が参加しています。 
 
■株式会社さとふるについて 
株式会社さとふるは、ふるさと納税（自治体への寄付）を通して地域活性化を推進しています。「ふるさとの元気を“フ
ル”にする、ふるさとの魅力が“フル”に集まる ふるさと応援、ふるさと納税ポータルサイト」をコンセプトに、寄付者向けに「さ
とふる」で寄付先の自治体やお礼品の選定、寄付の申込み、寄付金の支払いなどができるサービスを提供しています。
自治体向けには寄付の募集や申込み受け付け、寄付金の収納、お礼品の在庫管理や配送など、ふるさと納税の運営

https://www.satofull.jp/static/special/bear-measures.php


 

に必要な業務を一括代行するサービスを提供しています。また、ふるさと納税を活用した地域活性化の取り組みを掲載
する、地域情報サイト「ふるさとこづち」（https://www.satofull.jp/koduchi/）を運営しています。 
 

以上 

 
 

● この報道発表資料に記載されている会社名および製品・サービス名は、各社の登録商標または商標です。 

● この報道発表資料に記載されている内容、製品、仕様、問い合わせ先およびその他の情報は、発表日時点のものです。これらの情報は予告なしに変更される場合

があります。 

 
【本件に関する問い合わせ先】 
＜お客さまから＞ 
さとふるサポートセンター E-mail：ask@satofull.co.jp 
Tel：0570-048-325 受付時間：午前 10 時～午後 5 時（土・日曜日、祝日、年末年始を除く） 

https://www.satofull.jp/koduchi/
mailto:ask@satofull.co.jp

